












評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：パラグアイ共和国 案件名：酪農を通じた中小規模農家経営改善 
計画 

分野：農業・農村 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部第二グループ畑作

地帯第二チーム 
協力金額（評価時点）：約 114,000 千円 

(R/D): 2002 年 11 月 11 日～ 
    2004 年 11 月 10 日 

先方関係機関：パラグアイ農牧省（農牧省畜産

研究生産局が中心機関） 
(延長) : 日本側協力機関：農林水産省 
(F/U) : 他の関連協力： 

 
 
協力期間 

(E/N):（無償）   
1-1 協力の背景と概要 
パラグアイにおける牛乳の需要は、1 人当たり消費量及び近年の人口増加率に応じて

拡大している。一方、同国の牛乳生産量はこれに十分対応できておらず、一部輸入に頼

っている状況である。また、パラグアイの総酪農家数の 8 割が飼養頭数 4頭以下の中小

規模農家で占められており、それらの生産性は低く、1 頭当たり年間乳量は約 2,400kg

で、隣国アルゼンチンの 2/3（日本の 1/3）である。 
同国の酪農は、乳牛の人工授精技術に係る活動はなされているものの、飼養管理技術

の指導は十分に行われておらず、特に中小規模酪農家の技術レベルは依然低い状況にあ

る。かかる背景の技術課題を改善することを目指し、パラグアイ国政府は、1998 年に

日本国政府に対し、酪農生産技術の改善を通して中小規模農家の経営強化を目的とした

プロジェクト方式技術協力を要請してきた。 

そこで JICA は、本要請に基づくこれまでの調査を通して、様々な技術課題に対応す

る協力計画を検討してきた。その結果、技術の普及体制や関連機関の役割分担等のパラ

グアイ側の中小規模農家向け酪農支援体制に改善の余地のあることが明らかとなった。

このような状況下で、当初計画のような技術改善に係る活動を展開しても、最終受益者

である中小規模農家に対して協力の効果発現が十分見込めないと考えられた。 

このため、本プロジェクトでは先方関係者との協議を踏まえ、事業実施の根拠となる

戦略や制度の確立と、必要な体制整備への取り組みを中心活動とすることとした。 
 
1-2 協力内容 

(1) 上位目標 

 中小規模農家に適した酪農経営モデルが構築される 

 

(2) プロジェクト目標 

 酪農を通じた中小規模農家の経営改善に必要な支援制度が明確になり、それに応じて

関連機関*の役割と機能が改善される（*関連機関：農牧省、アスンシオン大学、県庁、

市役所、農協、生産者組合、乳業会社、金融機関など） 

 

 

 

 



 

(3) 成果 

1) 中小規模農家、農協、生産者組合、市場、農牧省畜産研究生産局の活動、農牧省の

酪農分野における施策の実態が調査される 

2)中小規模農家の経営改善支援策が明確になる 

3)中小規模農家の経営改善を支援するために、関連機関の役割と機能が明確になる 
 
(4) 投入（評価時点） 
 日本側： 
  長期専門家派遣     3 名         

短期専門家派遣     3 名      
第三国専門家派遣    2 名 
研修員受入        7 名（カウンターパート研修 4 名、集団コース研修 3 名） 
機材供与          4,977,500 円 
ローカルコスト負担   5,353,600 円 

 相手国側： 
  カウンターパート配置  14 名（延べ 19 名）  
  土地・施設提供         
  プロジェクト運営管理費    3,009,733 円相当 
 

２．評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 
総括   ：荒井博之  JICA 農村開発部技術審議役 

酪農振興 ：原田光久  独立行政法人家畜改良センター宮崎牧場次長 

計画評価 ：野口伸一   JICA 農村開発部第二グループ畑作地帯第二チーム 

職員 

評価分析 ：東野英昭  株式会社レックス・インターナショナル農業・環境

担当コンサルタント 

調査期間  2004 年 7 月 19 日〜2004 年 8 月 8 日 評価種類：終了時評価 
３. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1) 投入に対する評価 

 本プロジェクトにおいては、日本側の投入（長期専門家、短期専門家、研修員受入、

機材供与、ローカルコスト）、パラグアイ側の投入（カウンターパート、施設・機材、

運営経費）について概ね適切な投入が行われた。 

 パラグアイ側の投入の一部（カウンターパート人件費、旅費、運営経費等）に遅れが

見られたが、パラグアイ政府の財政事情に鑑みて、適切な額の予算を割り当てる努力は

なされたと考えられる。 

 2 年間という短い期間の協力であったが、長期・短期専門家の指導、日本における研

修などで十分な技術移転が行われたと考える。 

 

(2) 成果の達成状況 

 全体として、成果は満足すべきものであった。 

成果 1 の「中小規模農家、農協、生産者組合、市場、DIPA の活動、農牧省の酪農分

野における施策の実態が調査される」に関して、全ての項目の調査が行われ、パラグ



 

アイで初めて実態が報告された。ただし、「調査分析報告書」の西語訳が遅れており、

プロジェクトとしての成果を共有するためには、その作業を急ぐ必要がある。 

 成果 2 の「中小規模農家の経営改善支援策が明確になる」に関して、戦略が設定さ

れ、それが中小規模生産者を対象とした酪農振興計画に記述されるなど、支援策が明

確となった。 

 一方、成果 3の「中小規模農家の経営改善を支援するために、関連機関の役割と機

能が明確になる」に関して、全ての関連機関の役割と機能が明確にされたとは、必ず

しもいえず、これら関係機関間の協定案の成文化（文書に取り決める）及び関連機関

との調印に向けた努力が取られるべきである。 

 

(3) プロジェクト目標の達成状況 

 プロジェクトが目指すべき目標は、①酪農を通じた中小規模農家の経営改善に必要

な支援制度の明確化、及び、②関連機関の役割と機能が改善される、の 2項目であっ

た。本来であれば、プロジェクト目標の達成度は、これら２項目の達成状況を確認す

る適切な指標によって評価されるべきであるが、本報告書 2-1 で指摘したとおり、設

定された指標と達成度の因果関係が適切ではない。ただし、プロジェクトチームは、

あくまでも「国家酪農振興計画」を策定することを、到達目標として活動してきたこ

とから、本終了時評価調査団は、プロジェクト目標の指標に基づいて、以下のように

評価した。 

 プロジェクトが当初策定を目指していた「国家酪農振興計画」は、パラグアイ政府

主導によって、プロジェクト中期に策定されたが、より高度で具体的な計画書である

必要があったことから、プロジェクトのカウンターパートは、日本人専門家のアドバ

イスの下、「国家酪農振興計画」に対応するアクションプラン（具体的な行動指針）

としての「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の作成に着手し、2004 年 4

月に、これを取りまとめた。「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」は、酪農

家の実態調査のデータに基づいた、パラグアイ初の畜産分野における活動計画書であ

り、この計画を作成するためにパラグアイ側のカウンターパートの払った努力は高く

評価される。プロジェクトの目標の達成度を考えた場合、この「中小規模生産者を対

象とした酪農振興計画」の作成は、「国家酪農振興計画」の策定と同等の評価をされ

るべき達成事項である。 

 このため、プロジェクト目標の達成状況は、満足できるものと判断する。 

 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

 以下により、プロジェクトの妥当性は終了時評価の時点でも高いものと判断する。

 プロジェクトは、中小規模農家の経営を改善することに寄与するもので、これは

小農の生活向上を目標としたパラグアイの国策と整合している。また、地方のパ

ラグアイ住民は、多くが農業によって生活を営んでおり、プロジェクトが関わる

農業に対する支援は、パラグアイ社会、特に地方社会のニーズに合致している。

 農牧業は、パラグアイ国内総生産の 27％、総雇用の 35％を占める最重要要セク

ターであり、2003 年の 8 月に成立した新政権は、「農地及び農村セクター開発計

画」の中で、GDP の向上、農産物の輸出振興、人口の増加に応じた食料生産の増

大、農村貧困の減少等を掲げている。また、同計画を基に作成された「国家家族

農業再活性化計画」において、食料安全保障のための最重要品目の一つとして、



牛乳・酪農製品が挙げられている。本プロジェクトは、酪農に関わっており、こ

の活性化計画の一翼を担う。 

 パラグアイでは、牛乳を売ることで、比較的容易に日銭を得られるため、中小規

模農家の関心が高く、そのため多くの農家が乳牛を所有している。ただし、農家

の技術レベルは乳牛を最大限に活用させる状況ではなく、かつ中央政府スタッフ

が保有する酪農技術が地方の多くの中小規模農家に伝えられていない。そもそ

も、パラグアイでは具体的な普及計画や、活動計画などが未策定であるため、ど

の様な手順で技術指導がなされるべきか明確でなく、この点が確定しないことに

は、その後の技術指導方法もあやふやになることから、本プロジェクトはこの計

画策定に着目したものとなった。そのため、プロジェクトによる計画書策定によ

って、中小規模農家の受益の道筋が明確になったといえる。 

 本プロジェクトは、中小規模農家の経営改善を最終的な目的とし、その過程とし

て、酪農技術を担当する農牧省畜産研究生産局と関連機関の機能改善を狙いとす

るものである。プロジェクトが目指す酪農振興計画策定を経て、パラグアイ政府

機関等の能力向上が図られ、パラグアイ政府の技術普及の体制を整備されること

になるが、パラグアイ政府の体制整備は、農牧省が強く望んでいる事項である。

 

(2) 有効性 

 以下により、プロジェクトの有効性は高いと判断する。 

 プロジェクト目標を測定する指標である「国家酪農振興計画」の策定は、農牧省

企画総局の手により行われたが、その計画作成のためには、プロジェクトで行っ

た酪農家経営実態調査が有効に用いられたことによるものであった。また、プロ

ジェクトは「国家酪農振興計画」の活動計画書である「中小規模生産者を対象と

した酪農振興計画」を策定したが、これは、目標に達する一連の流れの中で実施

されたものであり、成果として評価できうるものと考える。 

 プロジェクト目標の指標は、本報告書 2-1 で指摘したとおり、プロジェクト目標

の内容を的確にとらえているとは言い難い。計画書における論理的な問題はある

ものの、プロジェクトチームが本来目指していた国家酪農振興計画策定を考える

と、プロジェクトチームの貢献があって、成されたものである。 

 

(3) 効率性 

 以下により、プロジェクトの（投入から成果に転換された）効率性は穏当な水準で

あると判断する。 

 専門家の指導科目を兼務させ、長期専門家を３名に抑えつつ、短期専門家も第三

国専門家を活用するなど、工夫を図った。 

 パラグアイ側の投入（運営予算）のタイミングに関し、遅延が見られ、活動の進

捗に影響があったものの、同国政府の財政状況を考慮すれば、最大限の努力をし

たものと考える。 

 

(4) インパクト 

以下により、正のインパクトが認められる。 

 上位目標である「中小規模農家に適した酪農経営モデルが構築される」に関し、

外部条件である「パラグアイ政府が、立案された計画（戦略・制度・助言）に基

づき、施策を実施する」は、終了時評価時点で既にパラグアイ農牧省の予算要求

が行われ、また人的にもこの施策を実施する体制が整備されつつあることから、



満たされる可能性がある。プロジェクトの結果が、上位目標につながる可能性が

高い。 

 ただし、上位目標達成に向けて、評価調査団が提言した（後述）ように、策定し

た「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に、受益者につながる道筋を明

記し、また優先課題を整理するなど、計画書をより具体的な内容とし、その精度

を高めることが重要となる。 

 「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」が、パラグアイ国で初めての、畜

産部門における活動計画書として作成されたことは、畜産振興政策面で強いイン

パクトをもたらした。 

 当該計画案に基づき、農牧省は、サン・ロレンソと、エウゼビオ・アジャラの 2

カ所にモデル展示農場を設置する計画を進めているほか、2005 年度予算につい

ても、当該計画に沿って大幅な増額を申請するなど、畜産振興に強い意欲を示し

ている。 

 プロジェクトの効果が順当に拡大・継続する場合、農牧省畜産研究生産局と関連

機関は既存の施設や人員を活用して実施されるため、中小規模農家への酪農技術

移転は、より効率的、効果的に実施されると考えられる。 

 

(5) 自立発展性 

 以下により、自立発展性は穏当な水準であると判断する。 

 「国家酪農振興計画」が農牧省企画総局の手により完成され正式に承認されたこ

とに続き、「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」が作成されたことで、

カウンターパート機関である農牧省畜産研究生産局の今後の活動に対して、農牧

省からは、従来以上の理解と支援が期待できる。 

 中小規模農家に対する技術指導は、既に一定レベルにある農牧省の技術・普及の

専門スタッフが担当し、かつ既存の農牧省の地方事務所を拠点に活動を進めるこ

とができるなど、技術指導の基盤は整っている。 

 予算措置については、厳しい財政状況の中、楽観できない状況にあるが、「中小

規模生産者を対象とした酪農振興計画」に基づく予算の申請についても、具体的

な活動計画に基づいて行われているため、承認の可能性は、以前に比して高まっ

ていると考えられる。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

1) プロジェクトの妥当性の高さ 

プロジェクトは、中小規模の酪農家の経営改善を目指すものであり、国家政策、

社会のニーズに対する高い妥当性を有しており、以下に示す促進要因をもたらす

根本的な条件となった。  

2) 横断的なカウンターパートの配置 

関係部局（普及局、企画総局等）も含めて積極的に 14 名のカウンターパートの

配置を行った。多数のカウンターパート配置は、マネージメントの面では問題が

あったものの、従来、縦割り意識の強かった農牧省の各部局間にプロジェクト活

動を通じて、連携の風土が醸成され、「中小規模生産者を対象とした酪農振興計

画」の作成が比較的円滑に進む要因となった。 

 

 



(2) 実施プロセスに関すること 

当初プロジェクトは、活動の集大成として、パラグアイ側カウンターパートに 

より、当該の計画を作成する予定であったが、農牧省企画総局主導によって 

「国家酪農振興計画」が 2003 年 12 月に作成され、承認された。そのため、一 

時は、プロジェクト内部にも、最終成果物が先に策定されたことによる混乱が生

じたが、最終的には、プロジェクトは具体性の高い「中小規模生産者を対象と 

した酪農振興計画」を作成することに方向性が示され、これが良い意味での刺 

激となり、作業の進行を促進する要因となった。 

 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 本プロジェクトは、当初、酪農分野の「専門技術指導型」プロジェクトとして要請

されたものであったが、技術協力の前提である酪農振興に関するパラグアイ国の政

策・制度が不備であることが事前評価調査等の段階で明確になったことから、支援の

内容を変更して、体制整備のための「政策支援型」のプロジェクトとして再構築され

た経緯がある。 

 本プロジェクトの実施機関は、事前協議の流れを受けて、パラグアイ農牧省の研

究・技術開発を担当する農牧省畜産研究生産局であったが、プロジェクトのフレーム

を考えると、農牧省畜産研究生産局のみならず、更に農牧省企画総局等の関与の度合

いを大きくすることも考えるべきであった。 

 また、「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の完成に向けて行ったプロジ

ェクトスタッフ及び専門家の努力は評価されるべきであるものの、当該計画は、執筆

者であるカウンターパートが担当技術分野に関わる技術的な内容を総花的、並列的に

記述している傾向があり、それらの技術を実際にどう取捨選択し、受益者のために、

具体的にどう適用していくのかを示す、全体的、政策的な取りまとめの視点が不足し

たものとなった。実行されて本来の計画書の意味をなすものであり、より実行可能な

具体的な記述とするよう、配慮する必要があった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

1) 農牧省畜産研究生産局の変則勤務時間・出張旅費支給の滞り 

  農牧省畜産研究生産局の勤務時間が午前 7 時から午後１時に統一されており、そ

  れ以降の超勤手当が支給されないため、午後１時以降の業務、宿泊を伴う出張 

業務に対しては、カウンターパートが参加を逡巡するケースが見られた。これ 

に対して、たとえ超勤手当が支給されなくても、カウンターパートに時間外労 

働は自らの技術向上を図るチャンスである旨、ことある毎に専門家は説明して 

きたが、必ずしも納得される状況でなかった。業務時間が制限される場合、そ 

れによって影響される点を事前に予想し、活動の実施計画に反映させる必要が 

ある。 

2) カウンターパートの配置（兼任と専任） 

  プロジェクトダイレクターやマネージャーを除く 11 名の専門分野のカウンター

パートは、１名を除いて所属部署の業務を兼任しており、そのためプロジェクト

の業務に時間を多く割くことができなかった者もいた。日本人専門家とのコミュ

ニケーションの確保、プロジェクトのオーナーシップ醸成の点からは、いくつか

の問題がみられた。 

 



3-5 結論 

 プロジェクト目標の達成の見込み、妥当性、有効性、効率性などを評価したところ、

本プロジェクトは総じて計画どおり順調に実施されてきており、所期の成果を挙げつ

つあると評価できる。プロジェクトは、パラグアイ「国家酪農振興計画」の策定に寄

与し、さらに「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の策定を行った。 

 なお、本プロジェクトの成果は、今後のパラグアイ政府が各種措置（予算、プロジ

ェクト実施体制の整備など）を講ずることで、プロジェクトの成果が持続的に発現す

ると期待できる。 

 以上により、終了時評価調査団は、当初の予定どおり 2004 年 11 月をもって終了と

することを結論とする。 

 

3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 終了時評価合同報告書において、プロジェクト終了までの 2004 年 11 月までの期間

に以下の事項を達成するよう、プロジェクトチーム及びパラグアイ国関係機関に提言

した。 

 

提言 1： 

 プロジェクトによって作成された「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に

関し、次の内容について検討し、より具体的な計画書作成に努めること。 

(1) 最終受益者（中小規模農家）が便益を受ける道筋を、その受益者を取り巻く状 

況を考え、明確にすること。 

(2) 優先課題を明確にすること、またそれに必要な技術も明確にすること。なお、目

標値については、短期、中期、長期に分けて記すこと。これら課題に関し、乳製

品加工及び流通に関する事項も含むこと。 

(3) 酪農における戦略が関係機関の協力の下、効果的効率的に実施されるために、「

中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に明示されている農牧省内外の関 

係機関の役割と機能を明確にすること。 

(4) 「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」では普及活動は２つの展示牧場 

  （サン・ロレンソ、エウゼビオ・アジャラ）を通じて実施されることになっ 

ている。しかしながら、特に小規模農家のような遠隔地の農家は、展示牧場に 

アクセスするには困難がある。この件に関して、代替となる施設（既存農家の 

農場や近隣の普及センター等）を検討すること。 

 

提言 2： 

 日本人専門家、パラグアイ国カウンターパート、プロジェクト関係者間のコーディ

ネーションを強化するために、全ての関係者で情報を共有することが望ましい。プロ

ジェクトでは日本語による報告書が作成されているが、これを速やかに西語報告書と

し、関係者に配布することが必要である。また、現地調査に関しては、日本人専門家

のみならずカウンターパートを必ず同行させるように配慮すべきである。 

 

 

 

 

 

 



3-7 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、

実施、運営管理に参考となる事柄） 

 プロジェクトから以下の教訓を抽出した。 

(1) カウンターパート配置 

本プロジェクトカウンターパートに任命された14名のほとんどはプロジェクト

以外に仕事を持つ、兼任カウンターパートであり、プロジェクト活動に専念が

難しい場合がある。そのため、カウンターパート配置、割り振りには細心の注

意を払う必要がある。 

(2) プロジェクトサイクルマネージメント（PCM）手法を活用したプロジェクト運営

プロジェクトは周辺状況を反映したプロジェクト計画書に基づいて運営される

ことが重要であり、プロジェクトチームは状況変化が見られた場合、プロジェ

クト計画書（PDM など）の見直しを行い、その結果を即座に関係者に伝える必 

要がある。プロジェクトチームは、常にプロジェクトの進捗をモニタリングし、

変化に対応できるよう体制を整えておく必要がある。  

なお、現地調査時の合同評価書には盛り込まなかったものの、以下の点も教訓

として抽出される。 

(3) 関係部署からのカウンターパートの配置 

計画書策定のような一部局で作業できない事項に関しては、いかに多くの関係者

をプロジェクトに関わりを持たせることができるかで、プロジェクトの進捗に影

響する。本プロジェクトには、多くの部署のスタッフがカウンターパートとして

任命されており、これによって、関係部署の風通しが良くなったといえる。 

(4) 活動の実施計画におけるカウンターパートの業務時間の考慮 

  カウンターパートの業務時間が制限される場合、それによって影響される点を 

事前に予想し、活動の実施計画に反映させる必要がある。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経緯 

 パラグアイにおける牛乳の需要は、一人当たり消費量及び近年の人口増加率に応じて拡

大している。一方、同国の牛乳生産量はこれに十分対応できておらず、一部輸入に頼って

いる状況である。また、パラグアイの総酪農家数の 8 割が飼養頭数 4 頭以下の中小規模農

家で占められているが、それらの生産性は低く、1 頭当たり年間乳量は約 2,400kg で、隣

国アルゼンチンの 2/3（日本の 1/3）である。   

 同国の酪農は、乳牛の人工授精技術に係る活動はなされているものの、飼養管理技術の

指導は十分に行われておらず、特に中小規模酪農家の技術レベルは依然低い状況にある。   

かかる背景の技術課題を改善することを目指し、パラグアイ国政府は、1998 年に日本国

政府に対し、酪農生産技術の改善を通して中小規模農家の経営強化を目的としたプロジェ

クト方式技術協力を要請してきた。 

そこで JICA は、本要請に基づくこれまでの調査を通して、様々な技術課題に対応する協

力計画を検討してきたが、その結果、技術の普及体制や関連機関の役割分担などのパラグ

アイ側の中小規模農家向け酪農支援体制に改善の余地のあることが明らかとなった。この

ような状況下で、当初計画のような技術改善に係る活動を展開しても、最終受益者である

中小規模農家に対して協力の効果発現が十分見込めないと考えられた。 

 このため、本プロジェクトでは先方関係者との協議を踏まえ、事業実施の根拠となる戦

略や制度の確立と、必要な体制整備への取り組みを中心活動とすることとした。 

JICA は 2002 年 4 月に実施協議調査団を派遣し、その際、パラグアイ国の政府関係機関

との協議の後、プロジェクト実施のための討議議事録が同調査団とパラグアイ国の政府関

係機関の間で署名された。プロジェクトは、2002 年 11 月に 2 年間を協力期間として開始

された。 

 2003 年 2 月に JICA は運営指導（計画打ち合わせ）調査団を派遣した。同調査団とパラ

グアイ国の政府関係機関は、協議の後、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を

修正し（第 2 版）、活動計画表（PO)及びモニタリング・評価計画について合意した。同モ

ニタリング・評価計画に基づいて、2003 年 11 月に第 2 回モニタリング及び中間評価が実

施された。 

 その中で、2003 年 12 月には、国家酪農計画が承認された。そこで、プロジェクトはそ

れに従って PDM を変更する必要があると判断されたため、2004 年 3 月にパラグアイ側と協

議を行い、その結果は 2004 年 6 月に PDM（第 3 版）として、合意、署名された。 

 以上の経緯を受けた 2004 年 8 月に、プロジェクト活動終了に向けて、これまでの活動実

績を評価するとともに、今後に向けての提言及び教訓を抽出することを目的として、終了

時評価調査が実施された。 
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１－１－２ 派遣の目的 

 本プロジェクトは、2004 年 11 月 10 日をもって、2 年間の協力が終了するため、プロジ

ェクトの終了時評価として、以下の事項を目的とする評価調査を実施した。 

① 技術協力開始から調査時点までの実績と計画達成度を、実施協議（R/D）、活動計 

（PO）及びプロジェクト計画書（PDM）等に基づき、評価 5 項目に沿って調査、評

価する。 

② 評価結果に基づき、残余協力期間の活動計画を明確にするとともに、協力期間終

了後の取るべき対応策について協議し、その結果を両国政府関係機関に報告・提

言する。 

③ 今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するため、

本協力の実施による教訓を取りまとめる。 

 

１－２ 調査団構成と調査期間 

 調査団構成、調査期間は以下のとおりである。（詳細日程は付属資料「1．調査日程」の

とおり） 

分野 氏名 所属 期間 

総 括 荒井博之 
JICA 農村開発部 

技術審議役 
2004.7.25-2004.8.8 

酪農振興 原田光久 
独立行政法人家畜改良センター 宮崎牧場

次長 
2004.7.25-2004.8.6 

計画評価 野口伸一 
JICA 農村開発部 第二グループ 畑作地帯第

二チーム 職員 
2004.7.25-2004.8.8 

評価分析 東野英昭 
株式会社レックス・インターナショナル 

農業・環境担当コンサルタント 
2004.7.19-2004.8.6 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ 基本計画 

 プロジェクトの基本計画（PDM 第 3 版）は以下のとおりである。 

（１）上位目標 

   中小規模農家に適した酪農経営モデルが構築される 

（２）プロジェクト目標 

   酪農を通じた中小規模農家の経営改善に必要な支援制度が明確になり、それに応じ

て関連機関*の役割と機能が改善される（*関連機関：農牧省、アスンシオン大学、県庁、市

役所、農協、生産者組合、乳業会社、金融機関など） 

（３）成果 

１）中小規模農家、農協、生産者組合、市場、DIPA の活動、農牧省の酪農分野における

施策の実態が調査される 

２）中小規模農家の経営改善支援策が明確になる 

３）中小規模農家の経営改善を支援するために、関連機関の役割と機能が明確になる 
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（４）活動 

１）中小規模農家を取り巻く状況の実態を調査する 

 1-1 酪農事情の背景の調査 

 1-2 関連機関が実施する酪農経営改善のための施策確認 

 1-3 DIPA の活動計画 

 1-4 中小規模農家の経営実態調査 

 1-5  農協及び生産者組合の活動状況調査 

 1-6  農家の生乳販売先及び流通状況の確認 

 1-7  牛乳工場の活動状況及びニーズ確認 

２）経営改善支援策を明確にする 

 2-0  実態調査の結果の詳細分析 

 2-1  生産目標の明確化 

 2-2  農家経営指標の明確化 

 2-3  農家組織化促進支援制度の検討 

 2-4  普及システム改善のための戦略策定 

 2-5  原料乳の取り扱いと流通システムの改善のための戦略策定 

 2-6  中小規模農家向け融資制度の改善のための戦略策定 

３）関連機関の役割と機能が明確になる 

 3-1  連携が必要な全ての関連機関との協定案の作成 

 

１－３－２ 投入計画 

 プロジェクト計画書による日本側、パラグアイ側の投入計画は以下のとおりである。 

（１）日本側 

１）専門家派遣 

長期専門家（＊兼務可） 

 チーフアドバイザー、業務調整員、酪農経営、酪農技術 

短期専門家 

 プロジェクトフレームワークのなかで、必要に応じ派遣 

２）研修員受入 

技術研修のため、プロジェクト関係パラグアイ側人員の受入を行う 

３）機材供与 

技術協力のために措置された予算内で日本側から供与される。供与が期待される主

な資機材は以下のとおり。 

 ・プロジェクト実施に必要な機材、機械、器具、道具及び資材 

・車両 

 

（２）パラグアイ側 

１）カウンターパート、運営スタッフの配置 

  カウンターパートの配置 

  ・プロジェクトダイレクターとしての農牧省畜産次官 
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  ・プロジェクトサブダイレクターとしての農牧省企画総局長 

  ・プロジェクトマネージャーとしての農牧省畜産研究生産局長 

  ・次の分野のカウンターパート（酪農経営、酪農技術） 

  運営スタッフの配置 

  ・事務管理職員 

  ・秘書／タイピスト 

  ・ドライバー 

  ・その他プロジェクト実施に必要な支援要員 

２）プロジェクト用地、建物、備品の設置、調達 

  ・日本人専門家のための執務室及び必要な施設 

  ・機材を設置し、保管するために必要な部屋及び場所 

  ・電気、空調、水道及び電話、FAX、e-mail を含む連絡機器 

・プロジェクト実施に必要なその他設備 

３）機材更新 

  機材、機器、車両、器具、道具、その他日本から供与された機材の更新 

４）運営予算 

  運営予算の措置 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ PDMe 

 終了時評価は、PDM(Ver.3)を基に作成した評価用 PDM(PDMe)により実施した。 

 PDM(Ver.3)に加えた修正は、活動の項目番号の書き直し（2-0 から開始されていたもの

を 2-1 からに書き改めた）、「アクションプラン（中小規模酪農家経営改善計画（案）」や「関

係者へのインタビュー」等を指標の入手手段として加えた程度にとどまり、PDMe は実質的

に PDM(Ver.3)と同じものである。以下に、評価用 PDM 作成の経緯を述べる。 

当プロジェクトについては、表 2-1「PDM 変更の経緯」に示すように、PDM(Ver.0)より

PDM(Ver.3)の 4 種類の PDM が作成されている。この中で、PDM（Ver.0）から PDM（Ver.1）

への変更は、プロジェクトのフレームの変更による根本的なものであり、当初 5 年間の技

術協力プロジェクトを想定して策定された計画が、実施協議調査団派遣時に、2 年間の政

策支援型プロジェクトとして再構築された。この後、PDM（Ver.1）から PDM(Ver.3)までの

3 種類が、表現の変更など、細部の修正を施され、プロジェクトの運営管理に用いられて

きた。 

 今回の終了時評価に当たり、PDM（Ver.1）以降について検討したところ、PDM（Ver.3）

に至るまで、１）プロジェクトのコンポーネント間（成果—プロジェクト目標—上位目標）

の因果関係と論理性、2）不明確な指標、ターゲットグループの設定などの問題点が見いだ

された。 

 このような場合、プロジェクトの内容を整理し、実施の意図を再確認し、評価の機軸を

明確にする作業（PDMe の作成）を行って対処するのが通常である。しかし、一方、終了時

評価調査のおよそ 1 カ月前(2004 年 6 月 15 日)に、半年以上の時間を経て、PDM（Ver.2）

より、PDM(Ver.3)への変更が、パラグアイ政府に正式に承認されている経緯があった。 

 現行の PDM（Ver.3）が持つ問題点を解決し、PDM の論理性を確保するためには、大幅な

修正が必要となるが、今回、PDM（Ver.3）が承認された直後に、これを行った場合、パラ

グアイ国関係者に、混乱を招くことが懸念された。今回の評価用 PDM は、これらの状況を

鑑み、PDM（Ver.3）を基に最小限の修正を施し使用することを、調査団の方針として決定

した。 

 なお、PDM(Ver.0)から(Ver.3), PDMe への変更の具体的な内容は表 2-1「PDM 変更の経緯」

に取りまとめて示すとおりである。 
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表 2-1「PDM 変更の経緯」 

 

 

 
PDM 

Version 0 

PDM 

Version 1 

PDM 

Version 2 

PDM 

Version 3 

作成日時 2001.8.30 作成 2002.4.17 作成 2003.2.6 作成 2003.11 作成 

2004.6.15 承認 

作成の方

法 

ワークショップ（第２

次短期調査） 

日・パ側関係者協議 

 実施協議調査団 

プロジェクト 

スタッフ協議 

中間評価時 

ワークショップ 

協力期間 2002-2006（5 年） 2002-2004（2 年） ←変更なし ←変更なし 

ターゲッ

トグルー

プ 

中小規模農家 ←変更なし ←変更なし ←変更なし 

最終目標 なし 中小規模酪農家の経営

が改善される 

中小規模酪農家

の経営が改善す

る 

←変更なし 

上位目標 モデル地区における中

小規模酪農家の経営が

改善する 

中小規模農家に適した

酪農経営モデルが構築

される 

←変更なし ←変更なし 

プロジェ

クト 

目標 

中小規模農家に適した

酪農経営モデルが構築

される 

酪農を通じた中小規模

農家の経営改善に必要

な支援制度が明確にな

り、それに応じて関連

機関の役割と機能が改

善される 

←変更なし ←変更なし 

成果 1. 目指すべき中小規模

酪農家の経営形態が明

らかになる 

2. 地域に適した飼料生

産・利用技術が確立され

る 

3. 中小酪農家向け乳牛

の飼養管理技術が確立

される 

4. 乳牛の繁殖・衛生管

理技術が確立される 

5. 集乳センターにおけ

る簡易な乳質検査技術

が改善される 

1.中小規模農家、農協、

生産者組合、市場、DIPA

の活動、農牧省の酪農分

野における施策の実態

が調査される 

2.中小規模農家経営改

善に関する経営改善支

援策が明確になる 

3.中小規模農家の経営

改善支援策を立案する

ために、関連機関の役

割と機能が改善される 

←変更なし 

 

成果 1 及び成果

2 は変更なし 

成果 3;「関連機

関の役割と機能

が改善される」

→「関連機関の

役割と機能が明

確になる」 
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２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

（１）主な調査項目 

 プロジェクトの達成状況に関する項目として、投入、活動、成果、プロジェクト目標達

成度を調査するとともに、実施プロセスに関する項目として、モニタリングの実施状況、

専門家とカウンターパートの関係、受益者の事業への関わり、パラグアイ側関係者のオー

ナーシップの状況等について調査を行った。 

 

（２）情報・データ収集方法 

 プロジェクト関連の報告書による文献レビュー、プロジェクト関係者への質問票の配

活動 

 

1-1. 実態調査 

1-2. 経営指標を策定

する 

1-3. 組織化を促進す

る 

2-1.放牧地維持管理技

術の移転 

2-2.乾季用飼料確保技

術の移転 

2-3.農業副産物等活用

技術の移転 

3-1.子牛哺育・育成管

理技術移転 

3-2.雌牛の資料管理技

術の移転 

3-3.搾乳衛生管理技術

の移転 

4-1.繁殖・衛生管理技

術の移転 

5-1.簡易な乳質検査技

術の移転 

5-2.集乳所を拠点とし

た乳質検査体制構築 

1-1.酪農事情の背景を

調査する 

1-2.実施機関(DIPA)の

活動分析 

1-3 中小規模農家の経

営実態調査 

1-4.農協及び生産者組

合の活動状況調査 

1-5.農家の生乳販売先

及び流通状況の確認 

1-6.牛乳工場の活動状

況及びニーズ確認 

2-1.酪農生産目標の明

確化 

2-2.農家経営指標の明

確化 

2-3.農家組織化促進支

援制度の検討 

2-4.普及システム改善

のための戦略策定 

2-5.原料乳の取り扱い

と流通システムの改善

のための戦略策定 

2-6.  中小規模農家向

け融資制度の改善のた

めの戦略策定 

3.関係機関の役割と機

能を改善する 

＜活動項目追加

＞ 

 

1-2.農牧省と関

係機関が実施す

る酪農経営改善

のための政策確

認 

以下、各項目番号

繰り下げ。内容は

変更なし 

  

 

2-1.「酪農生産目

標の明確化」→

「生産目標の明

確化」 

 

 

＜活動項目追加

＞ 

 

2-0.実態調査の

結果の詳細分析 

 

3-1.連携が必要

な全ての関連機

関との協定案を

作成する 

 

外部条件 プロ目→上位目標 

政府の普及組織がプロ

ジェクトの成果を積極

的に利用する 

政府の畜産政策に変更

がない 

成果→プロ目 

牛乳の需要及び取引価

格が大きく下落しない 

活動→成果 

C/P が定着する 

疫病・伝染病が流行し

ない 

気候条件が大きく変化

しない 

上位目標→最終目標 

パラグアイの中小規模

農家支援の基本政策が

変化しない 

プロ目→上位目標 

パラグアイ政府が立案

された戦略・精度・助

言に基づき、施策を実

施する 

成果→プロ目 

需要と市場価格が急激

に下落しない 

活動→成果 

←「気候条件が大きく

変化しない」を削除 

←変更なし 上位目標→最終

目標 

←変更なし 

プロ目→上位目

標 

←変更なし 

成果→プロジェ

クト目標 

「需要と市場価

価格—」を削除 

活動→成果 

カウンターパー

トが異動しない 

「疫病-」を削除 
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付・回答の回収、インタビュー、現場視察を組み合わせ、情報・データを過不足なく収集

した。それぞれの内容の概略は以下のとおりである。 

 

表 2-2 情報・データ収集方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献調査(1） 調査団報告書 

• パラグアイ 中小規模酪農経営改善計画  

   第１次・第 2 次短期調査報告書（平成 13 年 10 月） 

• パラグアイ国 酪農を通じた中小規模農家経営改善計画 

   実施協議調査団報告書（平成 14 年 5 月） 

• 同 運営指導（計画打ち合わせ）報告書（平成 15 年 3 月） 

• 同 中間評価報告書 （平成 15 年 11 月） 

文献調査（2） プロジェクト報告書等 

• 「中小農家アンケート調査報告書（2003 年 12 月）」 

• 「中小規模酪農家経営改善計画（案）」（2004 年 4 月（西語）、7 月（和

訳）） 

• 「国家酪農振興計画」（2003 年 12 月） 

• 第１回実施運営総括表（半期報告書）（2003 年 5 月） 

• 第 2 回実施運営総括表（半期報告書）（2003 年 11 月） 

• 現場視察報告書（各分野別報告書） 

• 投入実績（機材、人員配置、研修実績など） 

質問票、聞き

取り調査 

実施対象者 

• 日本人専門家（プロジェクト専門家）3 名 

• 個別派遣専門家（農牧省企画総局） 1 名 

• パラグアイ側政府関係者      2 名 

• パラグアイ側カウンターパート    9 名 

現場視察 •  サン・ロレンソ市 プロジェクト事務所(DIPA) 

•  Luque, Altos 地域 中小規模酪農家 
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第３章 調査結果 

 

３－１ 現地調査結果 

 終了時評価実施の１週間前に、プロジェクト事務所経由で、日本人専門家（プロジェク

ト専門家及び個別派遣専門家（農牧省企画総局））、パラグアイ国政府関係者（農牧省畜産

次官、農牧省畜産官房の国際協力プロジェクトコーディネータ）及びカウンターパート全

員に質問票を送付した。回収した結果を基に、ほぼ全員に個別インタビューを行った。 

 質問票の回答結果は、添付資料「関係者アンケート結果」として示すとおりである。日

本人専門家は、プロジェクトの達成状況の捕らえ方に見解の幅があるが、対照的に、パラ

グアイ側関係者は、ほとんどの項目に高い評価を与え、プロジェクトの達成状況に満足し

ていることが窺えた。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 投入実績 

（１）日本側投入 

日本側投入は、以下のとおりであった。(2004.7 末での実績値・予定) 

１）専門家派遣 

  下記の専門家の派遣が実施された。なお、長期専門家の分野のうち、「酪農技術」

についてはチーフアドバイザーの兼務となった。 

    カウンターパートのアンケート等の結果から、対長期専門家については満足度が高

く、調整能力等も含め評価も高かった。短期専門家については健康上の理由で派遣

が遅れた分野もあったものの、能力・派遣期間・タイミングについては満足の度合

いが高かった。ただし、分野・人数等でもう少し派遣してほしいという要望があっ

た。 

 

 担当分野 実績 

（2004.7 現

在） 

派遣期間 

チーフアドバイザー 

兼 酪農技術 
18.0 M/M 2003.2.1-2004.11.10 

業務調整 20.7 M/M 2002.11.11-2004.11.10 

長期専門家：  

 

酪農経営 20.7 M/M 2002.11.11-2004.11.10 

乳牛管理 1.0 M/M 2003.10.9-2003.11.6 

評価・モニタリング 1.0 M/M 2003.10.16-2003.11.13 
短期専門家： 

 
乳質管理  1.0 M/M 2004.8.1-2004.8.30 

繁殖及び繁殖疾病診断 0.5 M/M 2004.6.11-2004.6.25 
第三国専門家 

粗飼料生産 0.5 M/M 2004.9.12-2004.9.25 

 

２）機材供与 

  日本側の機材供与は、約 500 万円（現地貨 Gs.264,712,600≒JPY.4,977,500 換算

レート：1 円≒Gs.53.2）である。主な機材として、車両、コンピュータ 2 台、複

写機、多機能プロジェクター等を含む。これらのうち主なものはプロジェクトの開
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始前に供与され、時期と質は適切であった。 

３）カウンターパート本邦研修 

  パラグアイ側カウンターパートの研修員受入実績は以下に示すとおりである。 評

価時点で 5 名を受け入れており、更に 8 月より 2 名の研修を予定している。 

   うち 1 名が人事異動（現職：農牧省畜産官房の国際協力プロジェクトコーディネー

タ）となるなど、研修決定後に人事異動が決まったため、やや研修効果に疑問とな

るケースもあったが、その後プロジェクトの顧問として引き続き残り、プロジェク

トの推進には有益であった。 

  また、カウンターパートからは、長期的な視点を養い、組織能力の改善に向けた戦

略を策定する能力を得ることができ、有益であったとコメントがあり、能力・意欲

の向上に大きな効果があったと考える。 

 

 

４）現地費用負担 

  2004 年 7 月末時点で人件費、消耗品費、事務所通信費、修繕費等、総額 5,353,600

円のローカルコスト負担を行った。適切なタイミングで投入を行うことで、プロジ

ェクト活動の円滑な実施に貢献した。 

 

 

 

（２）パラグアイ側投入 

１）カウンターパートの配置 

 2004 年 7 月の時点で 14 名（延べ 19 名）のカウンターパートが配置されていた。 

  内訳は、プロジェクトダイレクター（1）、プロジェクトサブダイレクター（1）、プ

ロジェクマネージャー（1）及び、11 名の専門分野のカウンターパート（繁殖（2）、

繁殖・衛生（2）、繁殖・栄養（1）、粗飼料生産・栄養（2）、普及（1）、生化学分析

（1）、プロジェクト企画・策定（1）、細菌学（1））である。 

  プロジェクトダイレクター、プロジェクトサブダイレクター、プロジェクトマネー

 協力分野 
研修内容及び受入機

関 
研修期間 

プロジェクト管理 家畜改良センター他 2003.5.19-2003.6.7 

プロジェクト運営 家畜改良センター他 2003.9.7-2003.10.4 

プロジェクト管理 家畜改良センター他 2004.8.20-2004.9.12 

１）C/P 研

修 

プロジェクト運営及び普及 家畜改良センター他 2004.8.20-2004.9.12 

粗飼料生産利用コース 家畜改良センター 2003.3.29-2003.8.10 

粗飼料生産利用コース 家畜改良センター 2004.3.29-2004.8.8 
２）集団

研修 
酪農及び関連技術コース 家畜改良センター 2004.6.22-2004.9.26 

費目 現地通貨（Gs．） 円 

１）傭人費（秘書賃金、運転手残業代） 54,141,860 1,018,087 

２）消耗品（プロジェクト車両燃料費） 54,297,375   1,021,011 

３）通信運搬費（形態電話通話料） 28,600,764 537,811 

４）機材保守・管理費（プロジェクト車両修理） 147,674,126 2,776,873 

合計 284,714,125 5,353,782 
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ジャーは、2003 年 8 月の新政権成立に伴って新任となっているほか、専門分野の

カウンターパートの中で１名が異動し、１名が退職したが、代替者は指名された。 

なお、当初のミニッツではカウンターパートとして 10 名が指名されていたが、最

終的にパラグアイ側は 14 名のカウンターパートを配置した。プロジェクト開始の

翌日には配置され、十分な能力も備えていたが、プロジェクト専属のカウンターパ

ートが１名で、他カウンターパートは兼務が多く、プロジェクトの取りまとめ等が

専属カウンターパート１名に集中した。 

２）プロジェクトサイトの土地・建物・施設 

  プロジェクト事務所、会議室、駐車スペース等が手当てされた。プロジェクト事務

所は、プロジェクト開始時点では使用に支障のある部分（トイレ、会議室）があっ

たため、日本側の現地業務費負担も一部得て改修された。また、机、本棚等必要な

機材の提供も概ね適切であった。 

３）プロジェクトの運営管理費 

  2004 年 7 月現在で、人件費、プロジェクト事務所経費（通信、光熱費）、プロジェ

クト事務所・会議室拡張工事、プロジェクト自動車維持費等、合計 Gs 160,057,549

（約 301 万円相当）の支出を行った。パラグアイ政府の苦しい財政事情の中、努力

が見られたが、臨時職員（カウンターパート）人件費、旅費等の支出の遅れもあり、

プロジェクト自動車の燃料費など、一部日本側が支出することとなった部分もあっ

た。ちなみに、DIPA の年間活動費は、全体で 3,000 万円程度との情報を得ている。 

 

 

（３）投入に対する評価 

 本プロジェクトにおいては、日本側の投入（長期専門家、短期専門家、研修員受入、

機材供与、ローカルコスト）、パラグアイ側の投入（カウンターパート、施設・機材、運

営経費）について概ね適切な投入が行われた。 

 パラグアイ側の投入の一部（カウンターパート人件費、旅費、運営経費等）に遅れが

見られたが、パラグアイ政府の財政事情に鑑みて、適切な額の予算を割り当てる努力は

なされたと考えられる。 

 2 年間という短い期間の協力であったが、長期・短期専門家の指導、日本における研

修などで十分な技術移転が行われたと考える。 

 

３－２－２ 活動の達成度 

 各活動の達成度は、以下のとおりである。これらの活動は協力期間内に概ね適切に実施

された。 

費目  現地通貨

（Gs．） 

円 

１）カウンターパート人件費 122,120,000 2,296,352 

２）事務所運営費（通信費、光熱費） 12,268,900   230,705 

３）プロジェクト事務所改修費 12,000,000 225,649 

４）会議室改修費 9,000,000 169,237 

５）車両維持費 4,668,649 87,790 

合計 160,057,549 3,009,733 
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大項

目 

項目 評価・コメント 

1. 中小規模農家を取り

巻く状況の実態を調査 

 中小規模酪農家を取り巻く状況の実態調査は、計画どおり、以下の７

つの分野で実施した。結果を取りまとめるとともに、バックデータを分

類・整理の上それぞれファイリングし保管した。なお、西語訳が遅れて

いる報告が一部に見られ、プロジェクト関係者の情報共有のためにも西

語訳は急ぐ必要がある。 

1-1 酪農事情の

背景調査 

 各種政府統計に加え、新聞記事などの二次情報を収集・分析し、政治、

経済、社会条件の観点から牛乳生産に関する情報を収集し、今後の生産

目標等の基礎データとして分析した。 

1-2 関連機関が

実施する酪農経

営改善のための

施策確認 

 政府機関の酪農政策に影響を及ぼす各種国家開発計画を収集・比較す

るとともに、牛乳生産に関する政策、法令・規則等の情報を収集し、政

府統計と合わせて分析した。 

 また、直接酪農家に関与する部分として牛乳及び酪農に関する MAG 及

び関係機関の役割を明らかにするため、普及（普及所（アルト・パラナ

県）、農業高校、国際機関等）、技術開発（調査研究機関：LIDIAV の乳質

検査）、融資（金融機関：勧業銀行、農業開発銀行、農業信用銀行、JBIC

等）、地方自治体（DEAG－DIPA－コルメラ市のセミナー、イタプア県で

推進する一杯の牛乳運動等）の取り組み調査の訪問調査を行った。 

1-3  実 施 機 関

（DIPA）の活動計

画 

 DIPA の各部および付属牧場の活動及び地方での取り組み（凍結精液・

LN の製造及び取り扱い、技術開発戦略、種雄牛の飼養管理、機材など

DIPA の人工授精及び関連技術）について現地調査を行った。 

1-4 中小規模農

家の経営実態調

査 

 2002 年 2 月から 7 月まで 5 カ月かけてセントラル、パラグリア、ミシ

オネス、コルディジェラ、カグアスの 5 県の農村部の 363 戸の農家にア

ンケート調査を実施した。技術支援、粗飼料生産、改良及び衛生、人工

授精、資金等について農家の現状を明らかにした。 

 中央政府の職員が現地調査を行うことは初めての経験であり、次のス

テップである計画策定に大きく寄与した。 

 また、このほか、これまでパ国では実施されていなかった生産費の把

握のための調査を行った。 

 更に、DIPA の協力を得て乳質調査を行うとともに、本調査と合わせて

短期専門家による問題点の分析を行った。 

1-5 農協及び生

産者組合の活動

状況調査 

 政府資料等により協同組合化の状況を把握するとともに、主要地域の

酪農に関係する 5 つの協同組合の現地調査を実施し、彼らの活動を把握

した。 

 

1-6 農家の生乳

販売及び流通状

況の確認 

 上記 1-4）の経営実態調査及び下記 1-7）の牛乳工場の調査を基に、

生乳の流通、価格、加工及び品質管理について分析するとともに、地方

自治体など公的機関による品質・安全性（生成）検査について現状調査

を行った。 
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1-7 牛乳工場の

活動状況及びニ

ーズ確認 

 統計資料の分析に加え、大規模生乳処理施設、流通施設及び中小規模

酪農家を調査し、牛乳及び乳製品の加工・流通について分析した。 

 

大項

目 

項目 評価・コメント 

2. 経営改善支援策を明

確にする 

 上記１の調査を基に下記項目を検討した。ここで得られた、需給見通

しに基づく生産目標、酪農家の経営指標等の各指標及び酪農家組織化の

支援策等の施策は、プロジェクトで作成した「中小規模生産者を対象と

した酪農振興計画」に盛り込まれた。 

2-1 実態調査の

結果の詳細分析 

 地域及び規模毎の酪農経営の現状及び酪農を取り巻く情勢を把握・分

析した。 

2-2 生産目標の

明確化 

 現状調査の分析結果に基づき、牛乳・乳製品の需給見通しを明らかに

するとともに、生産目標が設定された。 

2-3 農家経営指

標の明確化 

 現状調査の分析結果に基づき、中小規模農家の経営モデルを設定する

とともに、搾乳量、技術指標、収入目標等の指標が設定された。 

2-4 農家組織化

促進支援制度の

検討 

 調査結果の報告会等で酪農家の要望の高かった技術指導の方策を検

討するとともに、要望の低かった組織化についてその必要性及び重要性

を検討した。 

2-5 普及システ

ム改善のための

戦略策定 

 現状調査を実施した。セミナーに出席した。MAG のモデル農場の設計

及び消費者教育を検討した。 

2-6 原料乳の取

り扱いと流通シ

ステムの改善の

ための戦略策定 

 現状調査に基づき、品質管理及び乳業工場と中小酪農家の連携の必要

性を検討した。 

 

2-7 中小農家向

け融資制度の改

善のための戦略

策定 

 中小規模酪農家に必要な融資制度を検討した。 

 

大項

目 

項目 評価・コメント 

3. 関連機関の役割と機

能が明確になる 

 

 3-1 連携が必要

な全ての関連機

関との協定の作

成 

 中小規模酪農家支援施策の策定に必要な調整及び協力はプロジェク

トの主導により MAG の関係機関の間で確立した。 
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３－２－３ 成果の達成度 

（1）各成果の達成度 

 成果の達成度は、以下のとおりである。 

 

１）成果１ 

期 待 さ れ る 成

果 

中小規模農家、農協、生産者組合、市場、DIPA の活動、農牧省の酪農分野におけ

る施策の実態が調査される 

指標 情報の内容が充実した調査報告書が作成される 

評価 成果１の達成状況は十分であると判断される 

コメント  施策の実態について、様々な媒体（報告書、統計資料、新聞、インターネッ

ト等）を通じて、十分な量のデータと情報が収集されている。更に、5 県 363

農家を対象として、酪農経営、生産者組織、市場、加工等の観点から行った

実態調査の結果が「中小農家アンケート調査報告書（2003 年 12 月）」として、

取りまとめられた。 

 中でも、日本人専門家と DIPA 職員自らが農家調査行ったこと、更に農家の

生産費調査を行ったことの意義は大きい。自ら調査したデータにより現状を

把握した上での施策の策定、また、新たな手法の導入は意味あることと考え

る。 

 

２）成果 2 

期 待 さ れ る 成

果 

中小規模農家経営改善に関する経営改善支援策が明確になる 

指標 中小規模農家向けの経営改善支援策が策定される 

評価 成果 2 についても、概ね満足できる達成状況であると判断する 

コメント  2003 年の 2 月から 3 月に行われた酪農家の経営実態調査の結果の分析を通じ

て、中小規模農家経営改善に関する支援策が明確となり、これらが、最終的

に「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」として取りまとめられた。

 2003 年 2 月から 6 月までの現状調査で収集した情報の分析を基に、戦略及び

数的指標が策定された。 

 「酪農振興計画」に記述された戦略は以下のとおり：適切な技術開発、生産

者の組織化、財政支援、地方自治体の関与、婦人の参加による自家製乳製品

の振興、ゾーニング。 

 「酪農振興計画」に記述された指標は以下のとおり。 

   ・１頭当たり年間牛乳生産を 2,166kg から 3,050kg に増加させる 

   ・全飼養頭数に対する搾乳牛の割合を 29％から 40％に引き上げる 

   ・乳用種の頭数を 2010 年までに 699,000 頭から 733,200 頭に増加させる 

   ・初回種付け月齢を 26 カ月から 20 カ月に引き下げる 

   ・乳用種の泌乳期間を 281 日から 305 日に延長 

   ・人工授精の実施率を 13％から 30％に５年間で引き上げる 
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３）成果 3： 

期 待 さ れ る 成

果 

中小規模農家の経営改善支援策を立案するために、関連機関の役割と機能が明確

になる 

指標 協定案の作成が共同で着手される 

評価 成果 3 の達成状況には改善の余地があると判断する 

コメント  「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」では、DIPA 以外の農牧省内の

機関（DEAG(普及局)、SENACSA(国立家畜衛生研究所), LIDIAV(獣医調査研究

所)等）との連携が述べられており、プロジェクト活動を通じて、これらの

機関との連携の風土が醸成されてきている。また、農牧省外でも、コルディ

ジェラ、ミシオネス、アルトパラナ県などの自治体とセミナーへの参加等を

通じて、友好的な関係が構築され、将来のプロジェクト活動への協力への好

感触を得ている。 

 しかし、具体的な手続については、農牧省内部の機関との間でも、未だ実施

に至っておらず、今後、連携のための努力（すでにフォーマットが作成され

ている協力同意書への署名や、セミナーを通じてプロジェクトの成果を関係

者に広める等）が求められる。 

 

 

（２）成果の達成状況に対する結論と課題 

 全体として、成果は満足すべきものであった。 

 成果 1 の「中小規模農家、農協、生産者組合、市場、DIPA の活動、農牧省の酪農分野に

おける施策の実態が調査される」に関して、全ての項目の調査が行われ、パラグアイで初

めて実態が報告された。ただし、「調査分析報告書」の西語訳が遅れており、プロジェクト

としての成果を共有するためには、その作業を急ぐ必要がある。 

 成果 2 の「中小規模農家の経営改善支援策が明確になる」に関して、戦略が設定され、

それが中小規模生産者を対象とした酪農振興計画に記述されるなど、支援策が明確となっ

た。 

 一方、成果 3 の「中小規模農家の経営改善を支援するために、関連機関の役割と機能が

明確になる」に関して、全ての関連機関の役割と機能が明確にされたとは必ずしもいえず、

これら関係機関間の協定案の成文化（文書に取り決める）及び関連機関との調印に向けた

努力が取られるべきである。 
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３－２－４ プロジェクト目標の達成度 

 プロジェクト目標の達成度は以下のとおりである。 

 

プ ロ ジ ェ ク ト

目標 

酪農を通じた中小規模農家の経営改善に必要な支援制度が明確になり、それに応

じて関連機関の役割と機能が改善される 

指標 国家酪農振興計画を策定する ＊「国家酪農振興計画」＝「国家酪農開発振興計

画」 

評価  プロジェクトが目指すべき目標は、①酪農を通じた中小規模農家の経営改善に

必要な支援制度の明確化、及び②関連機関の役割と機能が改善される、の２項目

であった。本来であれば、プロジェクト目標の達成度は、これら２項目の達成状

況を確認する適切な指標によって評価されるべきであるが、本報告書 2-1 で指摘

したとおり、設定された指標と達成度の因果関係が適切ではない。ただし、プロ

ジェクトチームは、あくまでも「国家酪農振興計画」策定することを、到達目標

として活動してきたことから、本終了時評価調査団は、プロジェクト目標の指標

に基づいて、以下のように評価した。 

 

 プロジェクトが当初策定を目指していた国家酪農振興計画は、パラグアイ政府

主導によって、プロジェクト中期に策定されたが、より高度で具体的な計画書で

ある必要があったことから、プロジェクトのカウンターパートは、日本人専門家

のアドバイスの下、「国家酪農振興計画」に対応するアクションプラン（具体的な

行動指針）としての「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の作成に着手

し、2004 年 4 月に、これを取りまとめた。「中小規模生産者を対象とした酪農振

興計画」は、酪農家の実態調査のデータに基づいた、パラグアイ国初の畜産分野

における活動計画書であり、この計画を作成するためにパラグアイ側のカウンタ

ーパートの払った努力は高く評価される。プロジェクトの目標の達成度を考えた

場合、この「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の作成は、「国家酪農振

興計画」と同等の評価をされるべき達成事項である。 

 このため、プロジェクト目標の達成状況は、満足できるものと判断する。 

 

 このように、計画作りまでプロジェクトで実施され、パラグアイ側カウンタ

ーパートのキャパシティービルディングもほぼ達成できたと考えられるが、計

画書の完成度に関して踏み込んでみると、計画書作成はカウンターパートにと

って初めての経験であり、計画の実施についても未経験であり詰めが甘いとこ

ろが見られる。末端の受益者までの道筋、関係機関の役割分担等、現実的な目

標作り等より実行性のある計画とすべきである。 

 そのため、「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の内容・質に関し

ても、更に分析を深め、見直し、向上させていく必要があると考える。現時点

では最終受益者への効果を考えると質的には改善及び向上の余地があり、内容

を分析して改訂することが重要と判断される。 
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評 価 の た め の

補足説明 

なお、本プロジェクトは、国家政策に関する技術協力という性格上、パラグ

アイ政府の動きに影響された。そこで、終了時評価調査団は、プロジェクト目

標の達成度を確認する前に、まずパラグアイ政府側の動きを背景としておさえ

ておく必要があった。ここでは、その内容を参考までに以下に示す。 

 

(ア) 指標に示されている「国家酪農振興計画」の策定は、プロジェクトスタッ

フの手により作成された「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に

先立ち、大統領の指示により農牧省の企画総局によって取りまとめられ、

2003 年の 12 月に承認された。「国家酪農振興計画」は、短期間に作成され

たため、プロジェクトに配置されたカウンターパートが関わる機会は多く

なかった。しかし、プロジェクト活動で実施された酪農家の経営実態調査

の結果は、「国家酪農振興計画」作成の際に資料として活用された。 

(イ) この後、プロジェクトのカウンターパートは、日本人専門家のアドバイス

の下、「国家酪農振興計画」に対応するアクションプランとしての「中小規

模生産者を対象とした酪農振興計画」の作成に着手し、2004 年 4 月に、こ

れを取りまとめた。これは、酪農家の実態調査のデータに基づいた、パラ

グアイ国初の、畜産分野における活動計画書である。 

 

 

 

３－２－５ 上位目標の達成度 

 上位目標の達成度は以下のとおりである。 

 

上位目標 中小規模農家に適した酪農経営モデルが構築される 

指標 モデル地域において事業実施前と較べて、酪農による所得が増加する 

評価 上位目標は達成される見込みがあると判断する 

コメント  「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に基づき、サン・ロレンソ

（DIPA 敷地内）及びエウゼビオ・アジャラ牧場内にモデル展示農場の建設

計画が既に進められている。更に、DIPA は、同計画（案）に基づき、例年

の 3 倍に当たる、45 億 Gs.(邦貨約 9000 万円)を 2005 年度の活動予算とし

て農牧省を通じて財務省に申請しており、プロジェクトの活動を継続、拡

大することに強い意向を見せている。 

 パラグアイ国の過去の例から判断して、予算案が認められたとしても、執

行が適時に行われない例も多く、予断は許さないが、パラグアイ国が、上

位目標の達成に一歩を踏み出したことは確認できた。また、カウンターパ

ートの能力はプロジェクト活動を通じて向上しており、上位目標が達成さ

れる可能性は十分にあると判断する。 

 モデルとなるべき農家の経営指標は「中小規模生産者を対象とした酪農振

興計画」に盛り込まれた。中小規模農家の技術水準には幅があることから、
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全ての農家が達成可能な水準ではないが、ターゲットを絞れば実現可能と

考える。また、この頃には、生産量も国内消費の相当割合になることから、

地域での需給バランス、流通等への配慮が必要となる。 

 上位目標の指標は、現状のパラグアイの技術水準から達成可能な農家も相

当数あると考えられる。これら農家を核として技術移転を行う体制を取れ

ば達成されると考える。 

 なお、上位目標の達成に向けては、加工・衛生面等も視野に入れた流通分

野の補強も必要と考える。 

 

３－２－６ 技術的成果 

 個々の技術面での成果もあったが、農家調査で、直接農家の状況の把握を行ったことで、

技術指導、品種改良等の生産者が必要とする技術が把握されたこと、また生産費調査を行

ったことにより、農家の経営診断を通じた技術指導の体制が取れるようになったことが大

きい成果と考える。 

 また、これら手法をパラグアイ国のカウンターパートに伝達することで、パラグアイ国

政府のキャパシティ・ビルディングにつながると考える。 

 更に、縦割りとなっている各機関の役割分担の明確化ができれば、効率的な酪農振興が

推進できると考える。 

 

３－３ プロジェクトの実施のプロセス 

（１）モニタリングの状況 

 プロジェクトの運営及びモニタリングは、日本人専門家会議、日本人専門家及びプロジ

ェクト内カウンターパート会議を通じて協議され、実施されてきた。また DIPA 内の関係者

による定例会議（毎月）を開催し、進捗を報告するとともに、意見交換を行ってきた。加

えて、日・パの合同評価委員会による評価も計画どおり実施された。 

 

（２）日本人専門家とパラグアイ国カウンターパートの関係 

 日本人専門家の活動に対するパラグアイ国の評価は高く、これまでも良好な関係が構築

されてきたことが窺われる。専任のカウンターパートが１名おり、パラグアイ国のカウン

ターパートの関与については必ずしも十分とはいえない面もあるものの、プロジェクトの

個々の活動項目を見れば、日本側・パラグアイ側の担当者を明確にすることにより、パラ

グアイ国の十分な参加が得られたと考える。 

 しかしながら、2004 年 7 月時点で報告書の一部に西語訳されていないものがあるなど、

プロジェクト全体としての情報の共有には、もう一歩進んだ努力が必要と考える。 

 

（３）パラグアイ国のオーナーシップ 

 パラグアイ国の予算措置に一部遅れが見られたものの、カウンターパートの配置は積極

的な対応が見られた。ただし、専任のカウンターパートが 1 名しか配置されなかったこと

で、そこに負担が集中し、プロジェクト運営が必ずしもスムーズにいかなかった面が見ら

れた。 
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 しかし、プロジェクト活動の中で DIPA 職員自らが日本人専門家の指導により現地調査を

行い、現状把握に基づいて計画立案を行ったこと、更に、プロジェクトで策定された「中

小規模生産者を対象とした酪農振興計画」を基に、次年度予算ではこれまでにない増額の

努力が見られるなど、パラグアイ国の本プロジェクトに対する姿勢は、きわめて積極的な

ものであると考えられた。 

 

（４）プロジェクトの成果 

 本プロジェクトでは、パラグアイ国の酪農振興に関するキャパシティ・ビルディングと、

それに基づく国家酪農計画の作成が求められた。プロジェクト実施の中で、DIPA の職員が

自ら現地調査を行い、地域の状況を把握した上で「中小規模生産者を対象とした酪農振興

計画」等の施策立案を行ったことは、画期的な成果の一つに挙げられる。 

 しかしながら、当該計画については、最終受益者に至るまでの道筋（枠組み、人的配置

等）の明確化、最も効果的に施策を実施するための課題の絞り込み、目標の達成時期の明

示、関係機関との役割分担など、実現に向けより具体的な計画作りが求められる。 

 なお、当初予定した「国家酪農振興計画」の策定は、パラグアイ国の事情により大統領

府（企画総局）主体で作成されたことから、本プロジェクトは、その国家酪農計画の実施

計画としての「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」策定に取り組むこととなった。 
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第４章 評価結果 

 

４－１ 評価５項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

評価 以下により、プロジェクトの妥当性は終了時評価の時点でも高いものと判断する

コメント  プロジェクトは、中小規模農家の経営を改善することに寄与するもので、こ

れは小農の生活向上を目標としたパラグアイの国策と整合している。また、

地方のパラグアイの住民は、多くが農業によって生活を営んでおり、プロジ

ェクトが関わる農業に対する支援は、パラグアイ社会、特に地方社会のニー

ズに合致している。 

 農牧業は、パラグアイの国内総生産の 27％、総雇用の 35％を占める最重要

セクターであり、2003 年の 8 月に成立した新政権は、「農地及び農村セクタ

ー開発計画」の中で、GDP の向上、農産物の輸出振興、人口の増加に応じた

食料生産の増大、農村貧困の減少等を掲げている。また、同計画を基に作成

された「国家家族農業再活性化計画」において、食料安全保障のための最重

要品目の一つとして、牛乳・酪農製品が挙げられている。本プロジェクトは、

酪農に関わっており、この活性化計画の一翼を担う。 

 パラグアイでは、牛乳を売ることで、比較的容易に日銭を得られるため、中

小規模農家の関心が高く、そのため多くの農家が乳牛を所有している。ただ

し、農家の技術レベルは乳牛を最大限に活用させる状況ではなく、かつ中央

政府スタッフが保有する酪農技術が地方の多くの中小規模農家に伝えられ

ていない。そもそも、パラグアイでは具体的な普及計画や、活動計画などが

未策定であるため、どの様な手順で技術指導がなされるべきか明確でなく、

この点が確定しないことには、その後の技術指導方法もあやふやになること

から、本プロジェクトはこの計画策定に着目したものとなった。そのため、

プロジェクトによる計画書策定によって、中小規模農家の裨益の道筋が明確

になったといえる。 

 本プロジェクトは、中小規模農家の経営改善を最終的な目的とし、その過程

として、酪農技術を担当する農牧省畜産研究生産局と関連機関の機能改善を

狙いとするものである。プロジェクトが目指す酪農振興計画策定を経て、パ

ラグアイ国政府機関等の能力向上が図られ、パラグアイ国の技術普及の体制

を整備されることになるが、パラグアイ政府の体制整備は、農牧省が強く望

んでいる事項である。 
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４－１－２ 有効性 

評価 以下により、プロジェクトの有効性は高いと判断する 

コメント  プロジェクト目標を測定する指標である「国家酪農振興計画」の策定は、農

牧省企画総局の手により行われたが、その計画作成のためには、プロジェク

トで行った酪農家経営実態調査が有効に用いられたことによるものであっ

た。また、プロジェクトは「国家酪農振興計画」の活動計画書である「中小

規模生産者を対象とした酪農振興計画」を策定したが、これは、目標に達す

る一連の流れの中で実施されたものであり、成果として評価できうるものと

考える。 

 プロジェクト目標の指標は、本報告書 2-1 で指摘したとおり、プロジェクト

目標の内容を的確にとらえているとは言い難い。計画書における論理的な問

題はあるものの、プロジェクトチームが本来目指していた国家酪農振興計画

策定を考えると、プロジェクトチームの貢献があって、成されたものである。

 

４－１－３ 効率性 

評価 以下により、プロジェクトの（投入から成果に転換された）効率性は穏当な水準

であると判断する 

コメント  専門家の指導科目を兼務させ、長期専門家を３名に抑えつつ、短期専門家も

第三国専門家を活用するなど、工夫を図った。 

 パラグアイ国の投入（運営予算）のタイミングに関し、遅延が見られ、活動

の進捗に影響があったものの、同国政府の財政状況を考慮すれば、最大限の

努力をしたものと考える。 

 

４－１－４ インパクト 

評価 以下により、正のインパクトが認められる 

コメント  上位目標である「中小規模農家に適した酪農経営モデルが構築される」に関

し、外部条件である「パラグアイ国政府が、立案された計画（戦略・制度・

助言）に基づき、施策を実施する」は、終了時評価時点で既にパラグアイ農

牧省の予算要求が行われ、また人的にもこの施策を実施する体制が整備され

つつあることから、満たされる可能性がある。プロジェクトの結果が、上位

目標につながる可能性が高い。 

 ただし、上位目標達成に向けて、評価調査団が提言した（後述）ように、策

定した「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に、裨益者につながる

道筋を明記し、また優先課題を整理するなど、計画書をより具体的な内容と

し、その精度を高めることが重要となる。 

 「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」が、パラグアイ国で初めての、

畜産部門における活動計画書として作成されたことは、畜産振興政策面で強

いインパクトをもたらした。 

 当該計画案に基づき、農牧省は、サン・ロレンソと、エウゼビオ・アジャラ
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の 2 カ所にモデル展示農場を設置する計画を進めているほか、2005 年度予算

についても、当該計画に沿って大幅な増額を申請するなど、畜産振興に強い

意欲を示している。 

 プロジェクトの効果が順当に拡大・継続する場合、農牧省畜産研究生産局と

関連機関は既存の施設や人員を活用して実施されるため、中小規模農家への

酪農技術移転はより効率的、効果的に実施されると考えられる。 

 

４－１－５ 自立発展性 

評価 以下により、自立発展性は穏当な水準であると判断する 

コメント  「国家酪農振興計画」が農牧省企画総局の手により完成され正式に承認され

たことに続き、「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」が作成された

ことで、カウンターパート機関である農牧省畜産研究生産局の今後の活動に

対して、農牧省からは、従来以上の理解と支援が期待できる。 

 中小規模農家に対する技術指導は、既に一定レベルにある農牧省の技術・普

及の専門スタッフが担当し、かつ既存の農牧省の地方事務所を拠点に活動を

進めることができるなど、技術指導の基盤は整っている。 

 予算措置については、厳しい財政状況の中、楽観できない状況にあるが、「中

小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に基づく予算の申請についても、

具体的な活動計画に基づいて行われているため、承認の可能性は、以前に

比して高まっていると考えられる。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

（1）阻害要因 

１）計画策定・実施体制に関する要因 

   本プロジェクトは、当初、酪農分野の「専門技術指導型」プロジェクトとして要請

されたものであったが、技術協力の前提である酪農振興に関するパラグアイ国の政

策・制度が不備であることが事前評価調査等の段階で明確になったことから、支援の

内容を変更して、体制整備のための「政策支援型」のプロジェクトとして再構築され

た経緯がある。 

   本プロジェクトの実施機関は、事前協議の流れを受けて、パラグアイ農牧省の研究・

技術開発を担当する農牧省畜産研究生産局であったが、プロジェクトのフレームを考

えると、農牧省畜産研究生産局のみならず、更に農牧省企画総局等の関与の度合いを

大きくすることも考えるべきであった。 

   また、「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の完成に向けて行ったプロジェ

クトスタッフ及び専門家の努力は評価されるべきであるものの、当該計画は、執筆者

であるカウンターパートが担当技術分野に関わる技術的な内容を総花的、並列的に記

述している傾向があり、それらの技術を実際にどう取捨選択し、受益者のために、具

体的にどう適用していくのかを示す、全体的、政策的な取りまとめの視点が不足した

ものとなった。実行されて本来の計画書の意味をなすものであり、より実行可能な具



 

  - 23 -

体的な記述とするよう、配慮する必要があった。 

 

２）プロジェクト運営に関する要因 

   a）農牧省畜産研究生産局の変則勤務時間・出張旅費支給の滞り 

    農牧省畜産研究生産局の勤務時間が午前 7 時から午後１時に統一されており、そ

れ以降の超勤手当が支給されないため、午後１時以降の業務、宿泊を伴う出張業

務に対しては、カウンターパートが参加を逡巡するケースが見られた。これに対

して、たとえ超勤手当が支給されなくても、時間外労働は自らの技術向上を図る

チャンスである旨、ことある毎に専門家はカウンターパートに説明してきたが、

必ずしも納得される状況でなかった。業務時間が制限される場合、それによって

影響される点を事前に予想し、活動の実施計画に反映させる必要がある。 

b)カウンターパートの配置（兼任と専任） 

 プロジェクトダイレクターやマネージャーを除く 11 名の専門分野のカウンター

パートは１名を除いて、所属部署の業務を兼任しており、そのためプロジェクト

の業務に時間を多く割くことができなかった者もいた。日本人専門家とのコミュ

ニケーションの確保、プロジェクトのオーナーシップ醸成の点からは、いくつか

の問題がみられた。 

  

（２） 貢献要因 

１）プロジェクトの妥当性の高さ 

     プロジェクトは、中小規模の酪農家の経営改善を目指すものであり、国家政策、社

会のニーズに対する高い妥当性を有しており、以下に示す促進要因をもたらす根本的

な条件となった。  

２）横断的なカウンターパートの配置 

   関係部局（普及局、企画総局等）も含めて積極的に 14 人のカウンターパートの配置

を行った。多数のカウンターパート配置は、マネージメントの面では問題があったも

のの、従来、縦割り意識の強かった農牧省の各部局間にプロジェクト活動を通じて、

連携の風土が醸成され、「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の作成が比較

的円滑に進む要因となった。 

３）「国家酪農振興計画」の先行完成 

   当初プロジェクトは、活動の集大成として、パラグアイ側カウンターパートにより、

当該計画を作成する予定であったが、農牧省企画総局主導によって「国家酪農振興計

画」が 2003 年 12 月に作成され、承認された。そのため、一時は、プロジェクト内部

にも、最終成果物が先に策定されたことによる混乱が生じたが、最終的には、プロジ

ェクトは具体性の高い「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」を作成すること

に方向性が示され、これが良い意味での刺激となり、作業の進行を促進する要因とな

った。 
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４－２ 結論 

 プロジェクト目標の達成の見込み、妥当性、有効性、効率性などを評価したところ、本

プロジェクトは総じて計画どおり順調に実施されてきており、所期の成果を挙げつつある

と評価できる。プロジェクトは、パラグアイ「国家酪農振興計画」の策定に寄与し、更に

「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の策定を行った。 

 なお、本プロジェクトの成果は、今後のパラグアイ政府が各種措置（予算、プロジェク

ト実施体制の整備など）を講ずることで、プロジェクトの成果が持続的に発現すると期待

できる。 

 以上により、終了時評価調査団は、当初の予定どおり 2004 年 11 月をもって終了とする

ことを結論とする。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

５－１－１ 成果品「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の分析 

 本調査団は、プロジェクト関係者に提言を行うに当たって、上記の実績の確認、評価 5

項目の評価に加え、プロジェクトによって策定された「中小規模生産者を対象とした酪農

振興計画」を分析した。まず、その分析結果を以下に示す。 

 

表 「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」の分析 

No. 項目 内 容 

1 

計
画
書
の
位
置
付
け
の
確
認 

 

2 

計画書

作成の

意義の

確認 

①国家酪農振興計画を補足する具体的なアクションプランである 

②カウンターパート自らによる、パラグアイ国で初めて実施された本格的実態調査に

基づく計画書である 

農地及び農村セクター開発計画（Plan de Desarrollo Agrario Rural） 
2003 – 2008 年 

国家家族農業再活性化計画（Plan Nacional de Reactivación de la 
Agricultura Familiar） 2003 – 2008 年 

農業分野 畜産分野 

国家酪農振興計画 
（プログラム） 

中小規模生産者を対象とした酪農振

興計画（プロジェクト） 

①国家輸出用綿花プログラム 

②国家輸出用ゴマプログラム 

本プロジェクト

が関わる範囲
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3 

計
画
書
の
構
成
の
確
認 

計画書の概略 

（酪農と農村住民生活水準向上） 

・パラグアイ政府は、経済の活性化及び農村部の貧困緩和の一環として、家族農業活

性化活動を推進しており、その中で重要な品目の一つとされているのは、中小規模農

家による牛乳生産である。 

・上位計画書である国家酪農振興プログラムの総合目標は、「乳牛の生産性向上及び乳

製品一人当たりの消費量の増加によって、農村における住民の生活水準を向上させ、

農村における貧困緩和に貢献する」と定めている。 

（アプローチ） 

・モデル展示農場、人工授精センターを活動の場とし、人工授精技術、飼料管理技術、

自給飼料生産技術などを含む総合的な生産技術の向上を図る 

・牛乳の品質管理技術・流通に関する改善を図る 

（具体的な活動） 

 以下が具体的な活動項目として明記されている。 

①適切な技術開発と普及、②生産者の組織化、③資金援助、④地方自治体の取り込み、

⑤女性の取り込みによる自家製乳製品の生産促進、⑥ゾーニング 

 

 
 上記 1 から 3 に基づいて、本調査団の対「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」への評価は以

下のとおりとした。 

 

①国家酪農振興計画を補足するアクションプランとして意義が大きい。 

②ただし、具体性が欠けている部分が散見され、以下の事項について検討し、これらを盛り込むことで、

より具体性のある計画書になり得ると考える。 

 
分析結果 コメント 

①展示牧場や人工授精センターを通じ、また農牧省普及局

所属の普及員を通じて、農家の技術向上を想定しているが、

いかなる資源（人材、機材）を活用して、それがどの様な

枠組みの中で技術を図るのか全く明記されていない。 

最終受益者（中小規模農家）が便益を受け

る道筋を明確にすること 

②本分野における課題として、人工授精技術、飼料管理技

術、品質管理技術、記録など全てを重要課題として述べら

れており、より優先される課題、より効果的にできる課題

が不明である。 

 また、分野の課題は、生産から販売までの全ての流れの

中で考えるべきで、本計画書には、現在そのほとんどが輸

入に頼っている乳製品加工品や、流通についてほとんど説

明が見られない。 

 

優先課題の明確化（乳製品加工、流通につ

いても検討すること） 
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③到達目標値は設定されているが（例：搾乳牛の割合を 29%

から 40%とする）、その目標達成時期が不明であり、全てが

並列で書かれている。 

到達目標値を短期、中期、長期の期間に区

分して明記すること 

④実施機関として、畜産研究生産研究局（DIPA)、獣医調査

研究所（LIDIAV）などと記述しているが、それぞれがどの

ような役割を担うのか明記されず、またこれら機関のつな

がり（指示、連絡系統など）が不明である。 

関係機関の役割と機能を明確にすること 

⑤技術の普及活動は、展示牧場（2 カ所、サン・ロレンソ、

エウゼビオ・アジャラ）を通じて実施する計画であるが、

いかなる内容の展示内容とするのか不明であり、更に遠隔

地小規模農家はこれら展示牧場にアクセスすることは困難

があると考える。 

普及活動における展示牧場の役割を確認

し、代替施設の検討を行うこと 

 

 

５－１－２ 提言 

 終了時評価合同報告書において、プロジェクト終了までの 2004 年 11 月までの期間に以

下の事項を達成するよう、プロジェクトチーム及びパラグアイ国関係機関に提言した。 

 

提言 1： 

 プロジェクトによって作成された「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に関し、

次の内容について検討し、より具体的な計画書作成に努めること。 

（１）最終受益者（中小規模農家）が便益を受ける道筋を、その受益者を取り巻く状況を

考え、明確にすること。 

（２）優先課題を明確にすること、またそれに必要な技術も明確にすること。なお、目標

値については、短期、中期、長期に分けて記すこと。これら課題に関し、乳製品加工

及び流通に関する事項も含むこと。 

（３）酪農における戦略が関係機関の協力の下、効果的、効率的に実施されるために、「中

小規模生産者を対象とした酪農振興計画」に明示されている農牧省内外の関係機関の

役割と機能を明確にすること。 

（４）「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」では普及活動は２つの展示牧場（サン・

ロレンソ、エウゼビオ・アジャラ）を通じて実施されることになっている。しかしながら、

特に小規模農家のような遠隔地の農家は、展示牧場にアクセスするには困難がある。

この件に関して、代替となる施設（既存農家の農場や近隣の普及センターなど）を検

討すること。 

提言 2： 

 日本人専門家、パラグアイ国カウンターパート、プロジェクト関係者間のコーディネー

ションを強化するために、全ての関係者で情報を共有することが望ましい。プロジェクト

では日本語による報告書が作成されているが、これを速やかに西語報告書とし、関係者に

配布することが必要である。また、現地調査に関しては、日本人専門家のみならずカウン

ターパートを必ず同行させるように配慮すべきである。 



 

  - 28 -

 

５－２ 教訓 

 終了時評価調査団は、プロジェクトから以下の教訓を抽出した。 

 

（１）カウンターパート配置 

   本プロジェクトカウンターパートに任命された 14 名のほとんどはプロジェクト以

外に仕事を持つ、兼任カウンターパートであり、プロジェクト活動に専念が難しい場

合がある。そのため、カウンターパート配置、割り振りには細心の注意を払う必要が

ある。 

（２）プロジェクトサイクルマネージメント（PCM)手法を活用したプロジェクト運営 

   プロジェクトは周辺状況を反映したプロジェクト計画書に基づいて運営されること

が重要であり、プロジェクトチームは状況変化が見られた場合、プロジェクト計画書

（PDM など）の見直しを行い、その結果は即座に関係者に伝える必要がある。プロジ

ェクトチームは、常にプロジェクトの進捗をモニタリングし、変化に対応できるよう

体制を整えておく必要がある。 

 

   なお、現地調査時の合同評価書には盛り込まなかったものの、以下の点も教訓とし

て抽出される。 

（３）関係部署からのカウンターパートの配置 

   計画書策定のような一部局で作業できない事項に関しては、いかに多くの関係者を

プロジェクトに関わりを持たせることができるかで、プロジェクトの進捗に影響する。

本プロジェクトには、多くの部署のスタッフがカウンターパートとして任命されてお

り、これによって、関係部署の風通しが良くなったといえる。 

（４）活動の実施計画におけるカウンターパートの業務時間の考慮 

  カウンターパートの業務時間が制限される場合、それによって影響される点を事前に

予想し活動の実施計画に反映させる必要がある。 
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第６章 総括（まとめ） 

  

本プロジェクトの大きな成果は、農牧省職員（C/P）自らが、現地の中小酪農家を対象に聞

き取り調査を行ったことであると考えられる。 

 これまでは統計部局が作成したデータを基に、農牧業政策を策定していたが（データが

古いため的確な政策でなかった模様）、本プロジェクトで、初めて地域の酪農状況を把握し、

それを基に「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」等を作成した意義は大きい。 

 今後とも、農牧省においては地域酪農の現状を把握し、的確な農牧業行政を展開される

ことを期待したい。 

 一方、作成された「中小規模生産者を対象とした酪農振興計画」については、合同評価

報告書の提言にあるように、より完成度の高い計画になることを求め、様々な指摘をした

ところである（日本側調査団が問題として考えていた検討事項をパラグアイ側評価委員も

同様に指摘した）。 

 残された期間が少ないことから、プロジェクトにおいては日本人専門家とパラグアイ国

カウンターパートの連携強化を図り、効率的に作業を進めることを要請するとともに、JICA

本部も適切なフォローを行っていきたいと考える。 
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